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第４期加古川市地域福祉計画の取組状況及び評価 
 

今期計画の取組状況及び今後の課題等について、基本目標、施策ごとにまとめています。関係す

る各所属からの報告内容をもとに、〇（概ね計画どおり）、△（計画どおり進んでいない部分があ

る）、×（計画から大きく乖離、実施予定だったができていない）の３つに分けて評価をしていま

す。 

 

 

 

１ 地域福祉活動に関する人・基盤づくり  

（１）人材の発掘と育成 

地域住民が主体となり、より活発な地域活動が行われるよう、これまで十分に把握でき

ていなかった地域活動団体等の人材を把握し、それらの人材の育成に努めます。また、複

雑・複合化する地域課題に対応するため、専門分野の人材のより一層の資質向上に努めま

す。 

 

①地域福祉の担い手の把握とリーダーの養成 

市民団体の実態調査の活用や、大学、活動団体を支援する機関と

情報共有を行い、地域が必要としている人材を把握するととも

に、地域福祉の担い手となるボランティアの育成に努めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

社会福祉協議会等と連携し、身近な地域コミュニティで核となり

地域福祉活動を牽引するリーダーを養成するための研修会を実

施します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

市民団体の活動内容や連絡先の一覧を作成し、団体間の相互連携の促進及び市民への情報

提供を実施している。また、社会福祉協議会等と連携しながら、各種研修やセミナーを実施

し、地域福祉の担い手を養成している。 

引き続き、地域活動の担い手の発掘や養成を進めるとともに、養成した担い手が活躍でき

る場の創出を進める必要がある。 

 

②専門職の資質向上の推進 

福祉関係機関・団体・行政・福祉施設等の社会福祉従事者、相談

員、医療従事者等を対象とした専門研修や、事例発表の場を通じ

たグループワークにより、専門職のスキルアップや知識の蓄積を

図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

市が行う出前講座の連続講座の開催や、スキルアップを図るため

の段階的な研修の開催により、専門職の参加意欲を促し、資質を

向上させます。 

〇（概ね計画どおり） 
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≪評価内容≫ 

専門職に対する研修や講習会の実施、研修等を実施する法人等に対する補助金の支給、専

門職の知識の蓄積や資質の向上を図っている。 

支援者の高齢化や人材不足が課題となっており、引き続き、支援者として活動できる人材

の養成を進めていく必要がある。 

 

 

（２）つながる場の創設 

地域コミュニティをより活性化し、継続させていくため、地域住民や福祉活動団体が活

動し、交流する場づくりを推進します。また、インターネットを活用したつながる場の創

出を支援し、より広く重層的につながる仕組みの構築を推進します。 

 

①顔の見える関係づくりの場の確保 

地域住民が自主的かつ継続的に活動できる場の確保を支援する

とともに、社会福祉法人や民間事業者など幅広い主体の地域福祉

活動への参加を促進し、新たな交流の場づくりを進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

総合福祉会館や子育てプラザなど、顔の見える関係づくりの拠点

となる場の情報について、内容や発信方法の充実を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

つながりの希薄化が進む都市部での支え合いのネットワークを

つくるため、地域のキーパーソンを把握し、情報を共有し合う交

流会などの場を作ります。 

△（計画どおり進んでい

ない部分がある） 

 

≪評価内容≫ 

 集会所や地域生活支援拠点等への補助金の支給、市公式 SNSでの子育てイベントの周知や

こどもの居場所づくり推進員の設置など、つながる場を創出している。 

誰でも参加しやすく、情報交換や相談ができるような交流の場づくりを進めていく必要が

ある。 

 

②インターネットを活用したつながる場の支援 

インターネットを活用し、時間や場所を問わず、地域福祉活動を

担う者同士の交流や、意見交換を行う場の創設を支援します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

Youtubeによる「いきいき百歳体操」や「東播認知症教室」の配信を実施している。また、

Instagram「かこがわ子育てネット」等による発信を積極的に実施している。 
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（３）活動の支援 

地域で活動している様々な団体が、より積極的に活動を展開できるよう、ホームページ

で団体の魅力を発信するなど、各団体が実施する活動を支援します。また、関係機関と連

携して地域と各団体がつながる仕組みづくりに取り組みます。 

 

①活動団体に対する支援 

地域福祉活動を行う団体の活動内容について、ホームページやソ

ーシャルネットワーキングサービスなどを活用することにより、

団体の魅力を発信します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

地域で活動する団体が実施する事業や、団体同士が協働して取り

組む事業に対する支援を行います。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

 ホームページでの障がい者団体の活動内容の紹介、ボランティア活動情報の掲載や、市公

式 SNS や LINE 公式アカウントによる情報発信を行っている。また、子育てプラザでの子育

てサークルへの支援や、男女共同参画活動団体等と協働での事業を実施している。 

事業や研修会等の周知だけではなく、ボランティア活動の内容や募集に関する情報などを

効果的に情報発信していく必要がある。 

 

②地域ニーズと担い手をつなぐ仕組みの構築 

社会福祉協議会、大学、活動団体を支援する機関などと連携し、

地域住民の様々なニーズと、様々なスキルを持った地域活動の担

い手とをマッチングする仕組みの構築を図ります。 

○（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

ささえあい協議会を中心とした市内各地での取組や放課後こども教室を実施している。ま

た、災害時の迅速な支援活動につなげるための仕組みづくりや、企業等との包括連携協定の

締結を行っている。 

ボランティアの確保や各種事業を実施するための人員強化など、今後も持続可能な取組と

なるような仕組みづくりを進めていく必要がある。 

 

 

（４）参加意識の醸成 

地域住民の地域福祉活動に対する関心が高まるよう、一人ひとりの趣味・経験と地域活

動が融合するような魅力的なイベントや学習会などを開催するとともに、自宅でも受講で

きるオンライン講座の開催など、参加しやすい環境づくりに努めます。 

また、子どもの頃から福祉意識を醸成する福祉学習を引き続き実施するとともに、若い

世代が地域福祉活動に参画できる取組を推進します。 

 

①参加意欲を高める魅力的な仕組みの構築 

趣味や経験を生かすことで生きがいを感じる内容など、地域住民

の参加意欲が高まるイベントや学習会などを実施します。 

〇（概ね計画どおり） 
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地域福祉活動への積極的な参加の「きっかけ」と、活動を続ける

「楽しみ」となるよう「かこがわウェルピーポイント制度」を活

用します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

夜間をはじめ参加しやすい時間帯の講座や、自宅でも受講できる

インターネットを活用したオンライン講座等の実施を検討しま

す。 

△（計画どおり進んでい

ない部分がある） 

 

≪評価内容≫ 

 いきいき百歳体操や公民館での高齢者大学の実施によるつながりづくり、ウェルピーポイ

ント制度や介護支援ボランティアポイント制度の活用により、様々な地域福祉活動の活性化

を推進している。 

 学習成果を地域に還元できる仕組みづくりの検討や各種ポイント制度の周知を図り、地域

福祉活動への参加者の増加につなげる必要がある。 

 

②福祉意識の醸成と福祉教育の促進 

学校での福祉学習において、児童・生徒が高齢者、障がい者との

交流や疑似体験を行うなど、子どもの頃から福祉意識の醸成を図

ります。 

△（計画どおり進んでい

ない部分がある） 

 

高校や大学と連携・協力し、若者が主体的に地域福祉活動に参画

できる機会の提供に取り組みます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

市民を対象にした「福祉」に関するイベントや学習会を開催し、

地域で福祉活動を行う意欲の向上を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

ささいあい協議会への学生参加や、学生ボランティア養成講座の開催により、若者が地域

福祉活動に参画できる機会を提供している。また、学校や地域での福祉学習を支援するため

に障がい当事者やボランティアの調整を行い、福祉意識の醸成や福祉教育の促進を図ってい

る。 

 学校での福祉学習や体験型の学習会、学生を対象とした講座を実施しているが、体験のみ

が目的となっている側面もあり、その後の継続的な探求や実践的な行動につなげる必要があ

る。 
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２ 必要なサービスを受けられる仕組みづくり  

（１）情報提供体制の充実 

福祉サービスに関する情報が、情報取得手段がないことや障害特性により情報を入手し

にくい人にも届くように、適切で効果的な情報発信に努めます。 

また、潜在的に福祉サービスを必要としている人に情報が届くよう、新たな情報伝達手段

による身近な地域情報の提供体制を充実させます。 

 

①必要な情報が適切に「伝わる」情報提供体制の構築 

②身近な地域情報の提供の促進 

高齢者、障がい者、外国人など、それぞれのコミュニケーション

手段に対応した情報発信を行うとともに、生活ステージに応じた

必要な情報が伝わるよう、適切で効果的な情報発信に努めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

広報紙等の従来の情報伝達手段に加え、行政情報アプリ「かこが

わアプリ」などソーシャルネットワーキングサービスの活用によ

り、身近な地域情報が潜在的に福祉サービスを必要としている人

に伝わる情報発信を進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

≪評価内容≫ 

 Instagram「かこがわ子育てネット」、LINE公式アカウント、ホームページや掲示板等、様々

な媒体を用いた情報発信を行っている。 

 引き続き、多言語に対応した情報発信の強化や、ホームページのアクセス解析など、効果

的な情報発信を進める必要がある。 

 

 

（２）相談窓口の充実 

８０５０問題、ダブルケアなどの複雑・複合化する様々な地域課題に対応するため、各

相談窓口の体制強化や相互連携を進め、相談者の属性や世代を問わず、それぞれのニーズ

に応じた包括的な相談支援体制を整備していきます。 

 

①相談窓口の強化・連携 

介護、障害、子ども、生活困窮など各分野の相談窓口の体制強化

を図るとともに、複雑・複合化した課題に一体的に対応できるよ

う、各相談窓口の連携体制をより強化させます。また、連携に当

たっては、ＩＣＴを活用するなど、効率化・迅速化に取り組みま

す。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

 

居住地域や生活ステージに応じた相談を広く受けるため、身近な

相談先としての民生委員・児童委員や、地域の相談窓口である地

域包括支援センターなどの役割を地域住民に周知します。 

〇（概ね計画どおり） 
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≪評価内容≫ 

 分野横断的な支援を実現するため、福祉政策機能と総合相談機能を一括して所管する組織

の設置や、生活困窮者自立支援会議における関係機関間での情報共有などにより、各相談窓

口の連携体制を強化している。また、民生委員・児童委員による地域の見守り、地域包括支

援センターのパンフレットによる普及啓発を実施している。 

 相談窓口のより一層のＰＲや相談支援体制の充実、関係機関とのより密な連携を図る必要

がある。 

 

②相談者のニーズに応じた相談支援体制の確保 

必要な支援が届いていない人への訪問を実施するなど、アウトリ

ーチによる継続的な支援に努めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

障がい者や認知症家族など、同じような立場にある相談員が相談

に応じるピアサポート事業を実施します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

 アウトリーチ支援員による自立相談支援、介護予防や認知症に係る相談、ピアカウンセリ

ング事業などを実施している。また、基幹相談支援センターにおける研修を通じて、当事者

による報告会を開催している。 

 相談内容が複雑・多様化しており、地域包括支援センターをはじめとした関係機関との連

携の強化や、アウトリーチを効果的に進めるための支援体制を検討する必要がある。 

 

 

（３）権利擁護の推進 

高齢者、障がい者、子ども、生活困窮者や外国人など、すべての人が地域において安心して暮

らし続けることができるよう、それぞれの権利が擁護され、必要な支援につなげる仕組みづくり

を進めます。 

 

①誰もが安心して暮らし続けられる権利擁護支援 

高齢者、障がい者、子ども等に対する虐待やＤＶの防止を図り、

又は早期発見・早期対応するため、地域での見守り活動や困難事

例に対応する「コア会議」を実施するなど、関係機関と連携し迅

速に必要な支援につなぐ仕組みづくりを引き続き進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

無理解による障がい者、外国人等への偏見や差別が解消されるよ

う、一人ひとりの違いを認め、受け入れる地域づくりを進めるた

めの啓発を行います。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

 虐待や要保護児童、ＤＶに関する対策会議の実施、スクールソーシャルワーカーの配置、

人権啓発推進員による啓発活動を通じて関係機関と連携し、迅速な対応や、人権侵害の防止

に努めている。 

 権利擁護に対する期待や役割の広がりに伴い職員の専門性を向上させる必要がある。 
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②成年後見制度の利用促進 

「加古川市成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、成年後見

支援センターを中心に、成年後見制度の周知・啓発を図るととも

に、地域連携ネットワークを構築することより、必要とする人の

制度利用を促進します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

≪評価内容≫ 

 成年後見支援センターによる相談事業の実施や、権利擁護セミナーの開催による周知・啓

発を行っている。 

 成年後見制度のより一層の認知度向上を図るため、地域住民や関係機関への周知や啓発を

広く進める必要がある。 

 

 

（４）自立を支援する体制の充実 

複雑で複合的な課題を抱える生活困窮者や犯罪・非行から立ち直ろうとする人に対して、

関係機関の連携による継続的な支援を行い、自立を支援するとともに、地域で受け入れる

土壌を醸成します。 

 

①生活困窮者や犯罪・非行から立ち直ろうとする人に対する支援 

「生活困窮者自立支援法」や「加古川市再犯防止推進計画」に基

づき、複雑で複合的な課題を抱える生活困窮者や、犯罪・非行か

ら立ち直ろうとする人に対して、市の福祉分野をはじめ教育・就

労・住宅などの関係部署と関係機関が情報共有の場を通じて緊密

に連携し、自立に向けて継続的な支援を行います。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

 

地域住民に対して、生活困窮者や犯罪・非行から立ち直ろうとす

る人への理解を深めるため、広報紙等による啓発を行い、地域で

受け入れる心の醸成を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

 生活に困窮している世帯に対し、食料品の支援や居場所づくり、自立に向けた支援プラン

を作成し、関係機関と連携した支援を実施している。また、犯罪や非行の防止と、改善更生

について理解を深めるための啓発活動である「社会を明るくする運動」を駅前で実施してい

る。 

 居住支援の在り方など、経済的な支援では解決できない課題に対する新たな支援方法を検

討する必要がある。 
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３ 地域の課題を支えあう仕組みづくり  

（１）地域課題の共有 

高齢者、障がい者、子ども、生活困窮者に関する地域づくりについて、地域住民や事業

者など様々な地域主体が地域課題を共有し、課題解決の対策を検討する場や、支えあいの

仕組みを生み出すコーディネート機能を充実します。 

また、地域での取組の成果を全市的に展開したり、施策へつなぐ仕組みを推進します。 

 

①地域課題の解決への支援体制の構築 

高齢者に関する地域課題について、生活支援コーディネーターが

中心となり、様々な地域主体が参画する「ささえあい協議会」に

おいて、その解決に向けた支えあいの仕組みづくりを進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

子どもに関する地域課題の解決に向けて、学校園が学校運営協議

会やその他地域にある各種団体等と連携することにより、学校

園・家庭・地域が協働しながら、子どもたちの学びと育ちを支え

る仕組みづくりを進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

上記のほか、介護、障害、子ども、生活困窮に係る地域づくりを

支援する事業を行い、相互の連携に取り組みます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

ささえあい協議会を中心とした市内各地での取組に加え、災害時の迅速な対応ができるよ

うな仕組みづくりや各幼稚園におけるふれあい保育の実施、学校運営協議会の開催など、地

域課題の解決に向けた幅広い取り組みを実施している。 

若い世代の地域福祉活動への参画や市民一人一人が地域課題を我が事として捉えるため

の意識改革や仕組みづくりの検討を進める必要がある。 

 

②地域の活動を施策につなげる取組の推進 

地域課題の解決に向けて、地域福祉活動の担い手同士が情報を共

有し、意見交換する場を設け、地域での取組の成果を全市的に展

開したり、施策に反映させる取組を推進します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

地域包括ケア推進会議や障害者自立支援協議会、子ども・子育て会議を開催し、情報共有

や意見交換を実施している。 

政策提言機能の強化や高齢者の自立支援の視点を重視した考え方の普及を進めていく必

要がある。 
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（２）地域の安全・安心の確保 

地域で課題を抱えた人の早期発見や犯罪被害の防止に対応するため、地域活動の担い手

同士の連携に加えて、民間事業者との協働やＩＣＴの活用により見守り体制の強化を図り

ます。また、感染症等にも対応した災害時における支援体制の構築に努めます。 

 

①地域ぐるみの見守り活動の推進 

社会福祉協議会や民生委員・児童委員、町内会などの身近な地域福

祉活動の担い手同士が連携し実施する、ふれあいサロンや認知症カ

フェなど、住民主体の見守り活動に対する支援を行います。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

「見守りカメラ」による犯罪抑止、「緊急通報システム」や「見守

りタグ」による見守り、民間事業者と連携した見守り、ヘルプカー

ドの普及など、様々な目で見守る体制を推進します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

≪評価内容≫ 

 上記に挙げられている取組に加え、高齢者実態調査の実施、地域防犯活動団体連絡会議の

設置など、地域とともに安全・安心の取組を進めている。 

 民生委員・児童委員のなり手不足解消や負担軽減に資する施策の検討、見守りサービスや

ヘルプカードの周知などを進める必要がある。 

 

②感染症等にも対応した災害対策の充実 

「避難行動要支援者制度」の周知と普及を図り、自主防災組織等と

福祉専門職との連携により平常時から防災意識を高めるとともに、

避難行動要支援者の個別支援計画の策定を進めます。 

△（計画どおり進んで

いない部分がある） 

 

災害時の避難支援、避難所や在宅避難における配慮等の様々な取組

に加え、感染症等にも対応した避難の支援体制の充実を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

 自主防災組織への補助金の支給、防災に関する出前講座、市職員と市民が協働した避難所

開設・運営訓練の実施など、防災意識の向上を図っている。 

 実効性のある個別避難計画の作成や、介護事業所における防災・非常災害時の対応策の整

備を促す取組を進める必要がある。 
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（３）福祉・保健・医療と生活関連分野の連携強化 

すべての人が、住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らし続けられるよう、切れ目

のない福祉・保健・医療の提供体制の構築と、生活関連分野との連携強化に取り組みます。 

また、ＡＣＰ（人生会議）の普及啓発などを通して、市民一人ひとりが求める人生の最

終段階における医療・介護の充実を図ります。 

 

①切れ目のない福祉・保健・医療の提供体制の構築と生活関連分野との連携強化 

福祉・保健・医療の専門職などが連携し、支援を必要とする人の

情報や課題についてＩＣＴ等も活用しながら共有することで、必

要な支援が切れ目なく適切に提供される体制の整備を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

認知症サポート医、医療・介護の専門職により認知症の早期対応

を図る「認知症初期集中支援チーム」や、リハビリテーション等

多職種の専門職により、その人らしい生活の支援に向けたケアマ

ネジメントを検討する地域ケア会議など、専門職の連携による支

援体制を推進します。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

 

福祉・保健・医療分野における担い手と、教育・就労・住宅・交

通などの生活関連分野における担い手が、住民の生活上の課題を

共有し、さらに連携を強化することで課題解決に向けた体制づく

りを進めます。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

 

≪評価内容≫ 

 医師会、加古川中央市民病院、健康福祉事務所を交えた意見交換や支援体制の協議、養育

支援ネットを活用した医療機関との連携を実施している。また、訪問アセスメントとチーム

会議による医療・介護につなげる自立支援の実施や地域ケア会議による地域課題の洗い出し

を進めている。 

 

②人生の最終段階における在宅ケアの理解の普及と支援 

人生の最終段階において、医療機関だけでなく、住み慣れた自宅

や施設で過ごすなど、自らが望む生き方が選択できるよう、在宅

医療と在宅介護の充実や専門職のさらなる連携を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

 

市民に対して、看取りを含めた在宅ケアやＡＣＰ（人生会議）の

周知、啓発を図ります。 

〇（概ね計画どおり） 

 

≪評価内容≫ 

 在宅医療・介護連携に関する相談者への情報提供、高齢者サロンや町内会等の地域団体に

対するＡＣＰに関する基礎知識の普及啓発を実施している。 

 引き続き、看取りを含めた在宅ケア、ＡＣＰの周知・啓発、介護サービスの認知度の向上

を図りつつ、介護人材の確保を進めることが必要である。 

 


